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1) 拙稿，摺二抗世界よ戦前にお付る大阪自都市形成過程， i桂済論叢」第135巻第1・2号， 1985 
年1.2用。
2) 関ー は，東京高商教授から1914牛に当時D油上四郎市長の招きで市助役となり， '23年第7代市
長に就任1.-， '35年目死去まで20年間にわたって大阪市政の中心的位置にあった。主要著書には





















3) 取り上げられた議題は， 防火と建築， 不良住宅改善， 土地区画整理， 自由空地並公園j であ
句 不良住宅改替以外はすべて都市計画法に直接関連している。詳細は，って阪都市協会「第 回
全国都市問題会議録」日27年，を参照。
4) 高木証件， 都市計画広 「円本近代法発達史HJ 19叩年，赤木須国耳，都市計画の計画性，
「東京都政の研究J1977年，など。
5) 例えばヲ 福岡睦治， 大正期の都市政策←ト骨， 東京都立大宇「法学会雑誌』第!l巻館2号
1971年3月，第12巻第1号J '71年10月，第四巻第l号.'72年!o月，中郁章，震担復興の政治
学，間治大学「政経論叢」第50巷第3.4号， 1982年3月，〆j、玉徹， 震民恒興と「助成会社」







7) 池田記都市計画の将来と地方計画.r池田宏都市論集J194C年， 477へ ジ。なお，本稿で白
引用の博点は，すべて引用者による。
























の規定l 第17尭の建築抱其他の工作物の収用に関する規定， なとである C[第41回骨国議会衆議
院都市計画法案外件委員会議録」第1回， 1919年3月10日〉。なお， 同時にj 市街地建築物法
も制定されたが，両法は事実上一体D も白であり，本稿で都市計画法という場合は， この間法を
意味している。
9) 関ー』都市計画に関する新立法， r理論と実際J144へー ジ。
10) 関一，都市白縁イ七九 「理論と実際J150ヘ ジ。








国主E田 1889年4月1日(市制施行 15.Z71rnf 
lIilIIl 1897年4月1日(第1次市域拡張)55.671rnf 
仁二三コ 1925年4月1日(第 2次市域拡張)181. 68 Irnf 
資料) ，大阪市会史」第22巷.13ヘ ジ。










り， その結果， 第 1図に示される上うに， 大阪市域は 55km' (旧市域〉から












































































20) 関一，大阪都市計画十年り回顧， r大大阪」第7巷第7号， 1931年7月， 8ベー ジ。
21) 地域指定理由書，大医市復所土木部鞠，前掲書，所JIj(，
22) 関一，前主乱都市計画論.， 113-115ヘ ジ。
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交通運搬ノ便 273件 31.8% 敷地狭陸 152件 51.0% 
地価及借地料低廉 215 25.0 交通不便 41 13.7 
製品市場ノ便 61 7.2 火災其他事故 31 10.4 
職工雇用ノ使 80 9.3 経済的不利 20 6.7 
用水ノ使 52 6.1 地域制限 18 6.1 
工場連絡ノ便 35 4.1 営業上不便 13 4.4 
事業ノ継承 31 3.6 用水排水ノ使 7 2.4 
水面ノ利用 22 2.7 煤煙粉塵騒音等 5 1.7 
動力ノ便 21 2.5 
地域ノ制限 19 2.2 
工場拡張ノ便 14 1.6 
其他 33 3.9 
















現する外ないJ (関一.前掲，都市町緑化， 149ベ ジ〉。

























27) i都市計画大阪地方委員会議事速記揖」第61回， 1936年 4月25日.678ベー ジo
28) 同上，第四回， 1925年3月20日， 362' 366ペ ν。また，薬学博士であった木村童右南門は，
こり地戚制では大限全体が!煙突カラ出ル醇且主有毒瓦斯」におおわれて|非常ナ非衛生的ノ地
域」になると指摘したく同， 375-377ヘージ〕。
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第 2表六大都市地域指定の変遷
|住居地最|商業地域|工業地域i未指定地域
東京実施時 43.4% 16.3% 
1931年 54.2 11.8 
'33 " " '36 59.9 10.2 
'37 " " 
横浜実施時 fiR.O 26.2 
1931 66.4 11.7 
'33 " " '36 60.6 11.5 
'37 " " 
名古屋実施時 55.0 10.0 
1931 54.9 " '33 " " '36 48:2 13.4 
'37 " " 
民都実施時 43.9 20.2 
1931 " " '33 " " 
'36 47.6 11.5 
'37 " " 
大阪実施時 33.3 11.0 
1931 30.9 14.1 
'33 30.5 " 
'36 31.0 15.4 
'37 30.9 " 






































































































総戸数|自 作 i小 作 l 自作兼小作
1924年 7，117 1177 4，748 
'29 5，500 1，003 3，738 
'33 4;880 998 2，999 
'34 4，552 828 2，910 












積 2，590町歩の呂日%近〈が小作地であったと主がわかる。 また， 府下全体にお
いても， 5，188町歩の耕地減少を上回る 5，367町歩もの小作地の滅少がみられる。
つまり，市域編入後の農村の再編成は，小作農を中心としてすすんでいったの
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第4衰 1924年末と'31年末の府下の耕地反日IJ(単位，町)
1924年 1931年
自作地小作地 合計|自作地 i小作地 1 合計
大阪市 3.2 56.5 
東成郡 907.8 2，799.0 3，706.8 1 770.2 I 2，472.8 i 3，243.0 
西成郡 428.1 1，638.5 2，066.6 IJ (-568.9) i (-2，021.2) i (-2，590.1) 
大阪府 23，464.5 41，156.9 日，m4i 23，6山 35，789.1' 59，433.0 
(+179.4) i (-5，367.8) i (-5目188.4)
住) 1931年の( )は， '24年と比べた増減数。
























面積 所 在 地 目 的 所 有 者
41.0町 大阪市港区小林町 岩田土地株式会社
79.6 " 千島町 千島土地株式会社24.1 " 八幡屋町 " 宇治川土地会社53.4 此花区恩貴島町 " 大阪北港株式会社47.5 西成区津守町 " 木津川土地運河株式会社54.5 住吉区北加賀屋町 " 千島土地株式会社~3.7 " 南加賀屋町 " 南大阪土地株式会社24.7 東成区中川町，片江町 " 今旦土地株式会社14.9 " 中本町，西今里町 " 豊田土地株式会社17.8 " 中川町 " 大東土地株式会社18.1 " 中浜町 " 域東土地株式会社13.2 " 片江町，中本町 " 新大阪土地株式会朴32.1 " 今津町 " 関西土地株式会社12.9 " 左専道四J，永田町 " 成東土地株式会社18.6 旭区赤JI町 " 豊国土地株式会社44.9 " 森市小町路，町清，水別町所町， 寺 " 関西土地株式会社
16.4 "今市町 " 城北土地株式会社15.1 西淀川区花川町 " 新阪神土地株式会社70.2 " 野町，田町御，幣佃島町町，加島 " 豊国土地株式会社
その他70.3町，大阪市合計703町
30.0 I " 久宝寺村
住宅経営|鴻池合名会社
" 大谷某
20.0! I! 八尾町 " 住友合資会社5日O " 高井田町 " 域東土地株式会社22，5 北河内郡守口町小池 " 城北土地株式会社25.1 泉北郡昭尾村上ノ芝 " 新興土地株式会計其他16.4 " 百舌鳥村金ロ 社 用 南海鉄道株式会社
16.7 " 百舌鳥村高田，百済 住宅地 新興土地株式会社共他
15，6 三島郡吹田町 " 新京阪土地株式会社其他17.4 豊能郡桜井谷村 " 萩原某其他27.1 " 箕面村平尾新宿 " 箕面土地株式会社其他



























40) これら「返地ノ多クハ何レモ大E末期以後ノ事実」つまり 1925牛以後町ことでありj しかも
「昭和5.6年当時以後経済界不況ノ打撃無カリシセパ返地要求ノ趨勢ハ益々 甚夕、シ」かったの
である〈向上， 15ベーν)。
41) 当然 これは耕地碍理本来の趣旨とは異なるため. i小作人ノ利害ト拝格アリ屡々争議ノ原
困J(同上， 14へ ジ〉となったー なお， 1930年末現在における六大都市の都市計画区横内の耕
地整理面積中，土地区画整理を目的としたものの比率は，東京89%.横浜79%，名古屋95%，京






区画整理 6130h0a 239l | 6995h0a 273l1，2475h0a 488 2，560 cho a 100 
耕地整理 131.00; 11.4 I 890.50' 77.7 I 124.50; 10.9 I 1，146.00; 1口コ
その他 170.20 1 2.7 I 4，979.00 1 79.1 I 1，141.65! 18.2 I 6，290.85 i 100 
合計 914.209.1I 6，569口o 65.7 I 2，513.65 ， 252 I 9，096.85， 100 
注〉 良耕地・非農耕地以外の土地の利用状況は}既建築地2，24&15ha.宋建築費制1.42.20ha，緑
地74.60ha，河川田運河・沼地148.70ha.である。




























81，976 97，665 119，396 144，599 
83，9 100 122.3 148.1 
122，465 
81.0 100 122.0 156.3 
1()9，604 124，503 166，993 
88.0 100 112.2 134.1 
121，876 142，406 150，627 173，17 
85.6 100 105.8 121.7 
112，282 118，500 128，892 144，369 
94.8 100 108.8 121.8 
188，935 248，945 
84.2 100 129.2 170.3 
86，508 126，229 
指数 90.3 1日O 112.6 131.7 
自実数|叫制問訓叫 1 1別 7
指数 87.0 I 100 I 115.9 I 14日3

























45) こうした人口増は，主に他府県からの疏入によるものであり j その多くは，大阪市内へ通勤す
る会社員銀行員であった。他方，農家町家族員中にも，大限市などへ労働者として通勤する者
が増加しつつあった。しかもその通勤者の多〈は，農業経営の主なにない手たる経営主長男で






れていた(，大大阪J第13巻第4号， 1937年4月)。 また! 関ーは「細民窟が市内ノ何所カニア
ノレカラ囲ルノ 7ソレデ大肱市ノ為メエ左梯ナ細民窟ハ何所カ外所へ持ッア行キタイ，斯ウ云フ事
カヲ地域拡張ノ必要カアルJ(，接続町村編入ニ|羽スノレ諮問ノ件，区ノ廃置ニ閑スル諮問ノ判委員
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上・種々ノ欠陥ヲ生ズノレニ至ッタ。殊ニ人口ノ過密居住・緑地自由空地ノ不
足・住宅ノ沸底・交通機関ノ混雑等ノ弊害極メテ著γグ，従テ市民ノ保健衛
生上或ノ、福祉増進上都市ノ分散ヲ計ノレコトガ極メテ肝要トナノレニ至ツタノデ
アノレ。ココニ都市ノ分散トノ、人口及工業ノ分散ヲ意味λ ノレノデアッテ 」
これは， 1939年 8月の大阪市の「市民生活ノ福祉増進ヨリ見タノレ地域拡張ノ
理由一関スノレ資料J48) の一部である。 '2G年の市域拡張時のものではないかと
目を疑いたくなるような内容であるが，まったく同じような理由で再び大規模
な市域拡張が検討されていたこと自体，それまでの諸施策が生みだした諸困難
の拡大を市当局みずからが告白したもの左いえよう。
1920年代に入って木格的な展閣をみせた大阪における都市計画行政は，次の
ような結果をもたらした。即ち，財源を要しないとはいえ，事実上の中心施策
となった地域制や土地区画整理などによる農村地帯をまきこんだ新しい都市つぞ
くり政策は，その事実上の実施主体が工業資本や地主層であったため，大資本
や大地主に有利で，中産階級にはまずまずの住宅地を供給できても，低所得層
や農民の生活・環境問題は，いっそう深刻となった。そして，都心を中枢管理
機能に特化させる一方，その周辺に工場を分散させ，低所得層をそこに居住せ
しめながら，郊外に新しい住宅地を配置するという姿に大阪市を変貌させたの
である。
だが，農民の多くは，十分な補償のないまま生産と生活の基盤を失い，相対
的過剰人口に転化されい、った。まさにその過程は，農干すからみるならば，都
市による浸蝕，とりわH土地資本によって都市的土地利用が農村的土地利用に
対して優位に立っていく過程であった。そして，以後戦時経済へ移行するにし
たがコて，大都市闘はもとより，全国的にもこのような傾向がすすんでいった
のである叫〕。
48) 前掲「六ケ町村合併記念誌」所JWo
49) この点は， 1984年1月日本史研究会大会におけ@向日知弘報告「戦前・戦時国土開発と土地問
題」から学んだ。岡田報告では.193C年代ι降の土地問題を，農村内部でり地主 小作凶係とし
てだけでなく 農地をめぐる喪主的土地所有・利用と都市的土地所有利用との対抗関係といノ
72 (578) 第136巷第5田6号
当時の都市行政の中心をになった関ーおよび内務省や地方団体の行政官たち
は，わが園地方制度の画一性・官治性を批判し，都市とりわけ大都市の自治を
主張L 都市計画を自治の基盤を培う重要な領域とみなしていた。しかし，そ
の「田園郊外」の理念にもかかわらず，財政的基盤を欠いた地域制や土地区画
整理中心り都市計画は，計画の本来の目的 Cあった工場立地規制よりも，むし
ろ土場立地を促進L それを追認す吾ような内容を持つことが多しまた，地
主層にも新たな利得の源泉を捉供するものであった。この点で，戦前の都市行
政を評価する際，官治性のみを強調するのではなく，官治性が無政府性を拡大
L-，都市形成に混乱をもたらす側面が積極的に示される必要があろう。したが
って宅都市行政官の構想の実現や地方団体の拡充を阿害した要因全考える際に
も，中央政府の官僚統制のみならず，工場立地にみられるような資本の無政府
性，土地資本の投機性なども考慮すべきことを以上の分析は示唆している。
本稿は，都市計画行政の研究において，官僚層，工業資本，地主の三者の動
向とその相互関係を検討すべきこと，この検討にあたっては，都市による農村
地域の併合過程の研究が重要であることを強調した。では，都市計画行政をに
なう機構はどのように構成されていたのか，また，工業資本や地主の中でも，
どういう階層がそれに深〈関わっていたのか。これらの課題については，稿を
改めて検討したい。
(1984.12.30脱稿〉
、う「土地問題の三重化」の過程としても把湿すべきことが，時起されている。詳し〈は， I日本
史研究J271. 1985年3月所収の岡回論文を参照せよn
